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　会員市町村（H29面積確定に伴う補助金返還該当市町村）担当者　様
北海道日本型直接支払推進協議会
事務局長　三　沢　裕　二　　
多面的機能支払交付金の対象農用地減少に伴う交付金の遡及返還
（平成29年度発生分）事務手続きについて　　
　
　日頃より、本協議会の運営にご理解ご支援を賜り厚くお礼申し上げます。

平成29年度実施の面積確定に係るこのことについては、多面的機能支払交付金実施要領（平成26年４月１日付け25農振第2255号農林水産省農村振興局長通知）及び多面的機能支払交付金実施事務取扱要領（平成27年4月17日付け農設第42号農政部長通知（制定）。以下「道事務取扱要領」という。）等に基づき今後道協議会と市町村を通じ順次進められます。
つきましては、予定される具体的な返還手続きについて次のとおりご案内いたしますので、時節柄大変ご多忙のことと存じますが関係活動組織への周知・指導方よろしくお願い申し上げます。
記
１　返還に向けた手続きについて
　(1) 対象活動組織
道事務取扱要領第１０により道協議会に返還を申し出ている活動組織（以下「対象組織」という。）で、道協議会から関係市町村に通知している「多面的機能支払交付金の返還申し出（平成２９年度発生分）に係る返還額について（通知）（平成30年4月16日付け 30道協議会第８号道協議会会長通知）。以下「道協議会返還通知」という。」の活動組織が対象となります。
　(2) 返還ルート別手続き

　　①　平成２６年度交付分の返還ルート（道協議会ルート）
　　　　対象組織（返還額100%） → 道協議会 → 国（50%）・道（25%）・市町村（25%） 

　　　※　対象組織は道協議会へH26返還金の全額を納付し、道協議会は交付金の負担者である国、道、市町村へ負担率に応じ返還する。
　　　　＜手続きの流れ＞
　　　❶　道協議会は、対象組織からの返還申し出に基づく平成26年度分の返還通知（別紙１と別紙２）を１０月１０日頃に関係市町村へ送付し、関係市町村は別紙２の組織宛返還通知文を対象組織へ送付し周知する。

　　　❷　対象組織は、道協議会の返還通知に基づく返還金を納付期限（１０月３１日（水））までに指定口座へ納付する。
　　　❸　道協議会は納付の確認後、農林水産省、道、関係市町村へ負担率に応じ返還する。
　　　　※　市町村負担金の返還時期は、国及び道への返還時期に合わせるものとし、別途還付口座の確認を行い還付通知日や還付日などをあらかじめお知らせする予定です。

　　②　平成２７年度及び２８年度交付分の返還ルート（市町村ルート）
　　　　対象組織（返還額100%） → 市町村→ 道（(総合）振興局）（75%）→ 国（50%）
　　  ※　対象組織は市町村へH27とH28返還金の全額を納付し、市町村は道（(総合）振興局）へ国と道を合わせた75%分を返還し、道は国へ50%分を返還する。 

　　　　＜手続きの流れ＞
　　　❶　市町村は、道協議会返還通知に基づく平成27年度及び28年度分の返還通知（市町村作成任意様式）を対象組織へ送付し返還金の納付を周知する。

　　　❷　対象組織は、市町村の返還通知に基づく返還金を市町村が定める期限までに指定された方法により納付する。
　　　　　なお、道協議会ルートの納付期限は１０月３１日（火）としますが、市町村ルートの納付期限は、市町村の予算措置状況や道（(総合）振興局）への返還（納付）時期、市町村の会計規則等による期限設定方法等を踏まえ「市町村が定める」ことになります。

　　　❸　対象組織から納付があった以降の市町村から道への返還手続きについては、既に関係(総合）振興局と協議されているとおり、道が定める「北海道多面的機能支払事業補助金交付要領（平成26年4月28日付け農設第38号農政部長通知（制定）」等によりますので、詳しい手続きは関係(総合）振興局と協議し進めてください。

　　③　その他

各ルートで納付期限が異なる場合や、銀行口座振込書（納付書）の有無による納付方法の違い、更には振込手数料の要否で相違があるため、対象組織からの問い合わせが想定されます。

このため、市町村におかれては納付先別の返還額の再確認なども含め、対象組織へのご指導、ご助言についてご配意をお願いします。
２　返還金の扱いについて
　　交付金は、あくまでも事業計画に基づき共同活動を行う活動組織を支援するものであること
から、原則として、交付済交付金を返還に充当することはできませんが、構成員から徴収する
ことへの合意が得られないなどの場合は、交付済交付金を返還額（振込手数料含む）に充当す
ることが可能です。

　　なお、返還金を構成員から徴収する場合と交付済交付金から充当する場合に分け、金銭出納簿の記載例を別紙３「金銭出納簿［返還に係る記載例］」に整理しましたので参考としてください。

※　対象組織は、返還時期に活動組織等の交付金会計口座に残金不足が生じないよう留意願
います。
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